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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、申請期間中に特定
の配置予定技術者が拘束されることを緩和するた
め、配置予定技術者の資格等に関する資料を入札
期限までに提出し、配置予定技術者に対する要件
が満足しているか審査を行う。なお、要件を満た
していない場合はその企業の入札を無効とする。
本工事は、令和８年度予算が成立し、支出負担
行為計画示達がなされることを条件とした入札で
あり、予算成立の事情により本工事の入札期限・
開札日時を変更する場合や取りやめる場合があ
る。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 齋藤 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８大和北道路専用部高架橋（Ｐ
38他）下部工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所
（自）奈良県大和郡山市下三橋町地先
（至）奈良県大和郡山市美濃庄町地先
 工事内容 工事延長 Ｌ＝3424ｍ、橋梁
下部ＲＣ橋脚工（Ｈ＝133～138ｍ）４基
基礎工（場所打ち杭φ1200、Ｌ＝270～335
ｍ）68本、道路改良（車線切り回し）１式、
舗装工１式、仮設工１式
 工期 契約締結日の翌日から令和11年２月
28日までの期間の中で落札者が設定した実工
事期間。
但し、指定部分に係わる工期については
切り廻し道路（車道部）：令和９年６月28日
まで
切り廻し道路（歩道部）：令和９年９月21日
までとする。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。

なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭを導入すること
により、ＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭモデルの活用による建設生産・管
理システム全体の課題解決及び業務効率化を
図ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工
事（発注者指定型）である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、起工測量、設計図書の照査、施工、出
来形管理、検査及び工事完成図や施工管理の
記録及び関係書類について３次元データを活
用するＩＣＴ活用工事の対象工事（発注者指
定型【土工】）である。

 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、起工測量、
設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及
び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類
について３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事の対象工事（施工者希望Ⅱ型【構造物工
（橋脚・橋台）】【基礎工】）である。
 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。
 本工事は、建設業の担い手確保・育成のた
め、建設現場への新規入職者を増やす環境作
りの一環として、現場閉所の完全週休２日（土
日祝）化を促進する試行工事である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との協議、地元協議、用地確保
等の進捗状況を踏まえた概略工事工程表等の
施工条件を明示することにより、適切な工期
設定の取組を行う試行工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
を補正する試行の対象工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項第２号の
規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２
号の場合の監理技術者）の配置は認めない。
 本工事は、豊富な工事経験がある技術者が
主任（監理）技術者として経験の無い技術者
を育成することを目的とし、工事経験実績の
促進及び主任（監理）技術者への交代が可能
な試行工事である。詳細については特記仕様
書によるものとする。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
また、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
える場合、書面手続きにおける押印等の取り
扱いについて、留意すること。

 使用する主要な資機材 コンクリート
7000、鋼材（鉄筋等を含む） 980ｔ、ア
スファルト合材 1690ｔ
 本工事は、技術提案評価型Ｓ型で求めてい
る技術提案（以下、「通常技術提案」という。）
に加えて、軽微な設計図書の変更を許容した

技術提案（以下、「技術向上提案」という。）を
求める「技術提案評価型ＳⅠ型」総合評価落
札方式の試行工事である。
技術向上提案は、発注者が公告時の設計図
書で示す標準的な仕様案（以下、「発注者が示
す仕様」という。）に対して目的物の仕様や工
法（仮設等を含む）の軽微な変更を許容し、
さらなる工事品質の向上が図られるテーマに
ついて、競争参加者の提案を求めるものであ
る。提案された技術向上提案について、発注
者が採用を決定し設計変更を指示した場合
は、その提案の実施に必要な費用について変
更計上の対象とすることを認めることとす
る。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。
 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。
ただし、落札者が設定した実工期期間に
よっては、「出来高部分払方式」を採用しない。
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